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Japan Tax Newsletter 
 

デロイト トーマツ税理士法人 

2025 年 4 月 15 日 

第 2 次トランプ政権における関税政策への対応について 

～広範な追加関税によるサプライチェーン・移転価格への影響～ 

 

2025 年 1 月 20 日に発足した第 2 次トランプ政権の目玉政策として挙げられた『アメリカファーストの貿易政策』により、大統

領就任以降様々な関税政策が公表されている。特に 2025 年 4 月 2 日に発令された大統領令に基づくいわゆる「相互」関

税は、広範かつ高率の追加関税賦課となるものであり、企業活動等への影響は甚大なものとなることが懸念されている。相

互関税については、中国を除くほとんどの国に対しては、政府間協議のための猶予期間を設ける趣旨で、実施直後に 90 日

間の停止が決定されるなど日々刻々と状況が変わっている。グローバルでビジネスを展開する企業においては、正確な情報を

集め、早期に対応を検討し準備を進めることが推奨される。本稿では、グローバルでビジネスを展開する日本企業に特に影響

が大きいと考えられる米国関税政策を紹介するとともに、主に移転価格の観点からの対応の検討を行う。 

 

1. 大統領令措置等による広範な追加関税の賦課 

(1) 「相互」関税がほぼ全ての貿易相手国の品目に対して発効、例外措置は限定的  

2025 年 4 月 2 日、トランプ政権は国際緊急経済権限法（International Emergency Economic Powers Act： 

IEEPA）のもと、同日に発令された大統領令（以下「本大統領令」）（The White House ウェブサイト（英語））で宣言

された国家緊急事態に基づき、「大規模かつ持続的な」物品貿易赤字による「米国の国家安全保障と経済に対する」脅威

に対処するため、米国に輸入されるほぼ全ての品目に対して以下の「相互」関税の賦課を決定した。 

◼ 2025 年 4 月 5 日以降、別途定めのある場合を除き、カナダとメキシコを除く全貿易相手国の全品目に対する 10％

の関税、及び 

◼ 2025 年 4 月 9 日以降、別途定めのある場合を除き、本大統領令の付属書 I（The White House ウェブサイト（英

語））に記載された 57 の貿易相手国の全品目に対する 11％から 50％までの範囲での個別の「相互」関税引上げ 

Executive Summary 

◼ 第 2 次トランプ発足後、相互関税等の広範な追加関税政策が公表、実施されている。 

◼ 政策の動向は日々刻々と状況が変わり、不確実性の高い状況下ではあるが、グローバルに事業を展開する企業と

して、早期に追加関税政策の影響を把握し、戦略を検討することが推奨される。また、戦略の検討の際、移転価

格税制の対応を考慮することが必要となる。 

① 短期的には、新たな関税政策による追加負担額の把握と取引価格の調整についての整理や米国が関連

する移転価格事前確認（Advance Pricing Arrangement：以下「APA」）への対応が求められる。 

② 中長期的には、サプライチェーン関連取引の可視化に基づくリスク管理の改善と、柔軟な意思決定を可能に

するシステムの構築が望ましい。 

https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/04/regulating-imports-with-a-reciprocal-tariff-to-rectify-trade-practices-that-contribute-to-large-and-persistent-annual-united-states-goods-trade-deficits/
https://www.whitehouse.gov/wp-content/uploads/2025/04/Annex-I.pdf
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これらの関税は、その他の適用される追加関税及び手数料等に加えて賦課される。以下に該当する場合は、適用免除とな

る。 

◼ カナダとメキシコから輸入される全品目 

◼ 米国関税率表（Harmonized Tariff Schedule of the United States ：以下「HTSUS」）コラム２（アメリカ国際

貿易委員会ウェブサイト（英語）） の関税率が適用されるキューバ、北朝鮮、ロシア、ベラルーシの全品目 

◼ 全ての個人的な通信、寄附、情報資料、及び合衆国法典第 50 編第 1702 条（b）(＊)に規定される通常の旅行に

付随する取引 

◼ 1962 年通商拡大法第 232 条（以下「第 232 条」）に基づく追加関税の対象となる全鉄鋼(＊)及びアルミニウム製

品(＊)及びその派生品目（以後改正により追加されたものを含む） 

◼ 第 232 条に基づく追加関税の対象となる全ての自動車(＊)及び自動車部品 

◼ 銅、木材、医薬品、半導体(**)、金地金（bullion）、特定重要鉱物、エネルギー及びエネルギー製品を含む本大統

領令の付属書 II に記載されている全品目 

◼ 将来的に第 232 条に基づく追加関税の対象となる可能性のある全品目（未定だが、トランプ政権の口頭での示唆に

よると付属書 II（The White House ウェブサイト（英語、PDF））に記載されている品目が追加対象となる可能性

あり） 

(*) United States Code ウェブサイト（英語） 

(**)半導体については、2025 年４月 13 日に、ラトニック商務長官が、「今後１～２カ月のうちに半導体関税を導入する」旨表明したのに

加えて、翌 14 日には、トランプ大統領が、４月 21 日の週に半導体関税に関する具体的な発表を行う旨発言。 

 

さらに、輸入品の価値の 20％以上が米国原産の部品又は材料で構成されている場合、これらの「相互」関税が部分的に免

除される。 

本大統領令に関する、その他の注目すべき規定は以下のとおりである。 

◼ メキシコ・カナダからの輸入品に対する追加関税免除の終了の可能性の示唆。メキシコ及びカナダに対して 2025 年 3

月 4 日より適用開始された追加関税（「フェンタニル／移民 IEEPA 関税」）について、同 7 日に米国-メキシコーカナダ

協定（USMCA）の適格品目に対する追加関税の免除が発表された。トランプ政権は複数の記者会見においてこれ

を 2025 年 4 月 2 日に終了する可能性があると示唆していた。本大統領令によると、現時点では引き続き有効である

ものの、カナダとメキシコに対するフェンタニル／移民 IEEPA 追加関税が撤回された場合、USMCA に適格でないカナダ

とメキシコの品目には 12％の「相互」関税率が適用される（USMCA 適格品目は引き続き無関税）。 

◼ 800 ドル未満の特定の少額輸入に対する関税が免除されるデミニミス・ルールについて、「適切なシステムが整備され、

迅速に関税収入を処理及び徴収できるようになれば終了する」という声明が出されている。  

尚、本大統領令には、これらの相互関税に対する関税還付の禁止規定が含まれていないことが注目される。関税還付の禁

止は、2025 年 4 月 2 日以降にベネズエラ産原油・ガスを直接若しくは間接的に購入又は輸入（Federal Register ウェブ

サイト（英語））する国の全ての品目に対する追加関税を除き、トランプ大統領 2 期目の在任中に発令された全ての追加

関税法案に含まれていたものである。 

(2) 乗用車、軽トラック、及び部品に対する第 232 条関税の対象となる HTSUS コードのリストが公開 

2025 年 3 月 26 日、トランプ大統領は第 232 条に従い大統領布告 10908（The White House ウェブサイト（英語））

を発令し、乗用車、軽トラック及びその特定の部品に対して 25％の追加関税を課した（USMCA 適格品の米国品目の免

除あり）。当該関税は 2025 年 4 月 3 日から乗用車及び軽トラックを対象とし、部品に対しては 2025 年 5 月 3 日までに

発効される予定。2025 年 4 月 3 日に付属書 I が連邦官報（Federal Register ウェブサイト（英語））にて公開され、

詳細が公表された。 

付属書 I は、これらの関税の対象となる HTSUS 分類番号のリストを提供し、2025 年 5 月 3 日に発効することを明確化し

た。HTSUS 分類番号には、2025 年 3 月 26 日に公開された大統領布告に明記されている「エンジン及びエンジン部品、トラ

ンスミッション及びパワートレイン部品、電気部品」に加え、タイヤ、ホイール、ガラス、ミラー、エアコンユニット、バッテリー、ライト、

ワイパー、ラジオ、配線セット、ボディ、バンパー、シートベルト、ラジエーター、エアバッグ、車軸、ハンドル、シートなどが含まれてい

る。 

これらの関税は、他に適用される全ての関税（ただし、上記の相互関税は除く）及び手数料に加えて課され、免除対象は

限定的である。 

https://hts.usitc.gov/
https://uscode.house.gov/view.xhtml?req=(title:50%20section:1702%20edition:prelim)%20OR%20(granuleid:USC-prelim-title50-section1702)&f=treesort&edition=prelim&num=0&jumpTo=true#substructure-location_b
https://www.federalregister.gov/documents/2025/03/05/2025-03598/implementation-of-duties-on-steel-pursuant-to-proclamation-10896-adjusting-imports-of-steel-into-the
https://www.federalregister.gov/documents/2025/03/05/2025-03596/implementation-of-duties-on-aluminum-pursuant-to-proclamation-10895-adjusting-imports-of-aluminum
https://www.federalregister.gov/documents/2025/03/05/2025-03596/implementation-of-duties-on-aluminum-pursuant-to-proclamation-10895-adjusting-imports-of-aluminum
https://www.federalregister.gov/documents/2025/03/05/2025-03596/implementation-of-duties-on-aluminum-pursuant-to-proclamation-10895-adjusting-imports-of-aluminum
https://www.whitehouse.gov/wp-content/uploads/2025/04/Annex-II.pdf
https://www.federalregister.gov/documents/2025/03/27/2025-05440/imposing-tariffs-on-countries-importing-venezuelan-oil
https://www.whitehouse.gov/presidential-actions/2025/03/adjusting-imports-of-automobiles-and-autombile-parts-into-the-united-states/
https://www.federalregister.gov/documents/2025/04/03/2025-05930/adjusting-imports-of-automobiles-and-automobile-parts-into-the-united-states
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2. サプライチェーン戦略の検討には取引の可視化と体制の整備が必須  

企業にとってサプライチェーンの課題を効果的に解消する仕組みを検討することが常に求められるが、現在の状況下において

は、これまでよりも厳格にサプライチェーン戦略を評価し構築する必要が生じている。 

 

 

トランプ政権の新しい関税政策の影響を軽減するための選択肢を模索するには、原価項目、製品フロー、サプライヤーの選択

肢等様々なサプライチェーンの要素を詳細に検討する必要がある。今後のサプライチェーンの検討は、one-time の費用対効

果分析によるものでは十分とはいえない。正確なサプライチェーンの可視化に基づき、状況に応じた迅速な行動が行える基盤

を整えることで、リスク管理を改善するとともにシステムを強化し、貿易管理の調整に対応できる仕組みを構築することが求め

られる。 

また、実際のサプライチェーンの検討には、人的資本及び税務の検討が欠かせない。サプライチェーンの重要な変更は人的資

本の拡充・移動等を伴う可能性が高く、その実現可能性が戦略を遂行する上での足枷となることも考えられる。したがって、

戦略の検討時においては潜在的な人的資本の問題を事前に把握しておく必要がある。 

なお、税務上の検討はサプライチェーンの検討の基盤となるものである。関税分類、原産地、関税評価額等の直接的な関税

要素の検討のみならず、関税評価の基盤となる移転価格の取扱いの確認も必要となる。移転価格税制は、独立企業間原

則に基づく適切な利益の配分を決めるものではあるが、これまでにない関税政策の導入に伴い、国別の「適切な利益」につい

てのルールが大きく影響を受ける可能性が認められる。移転価格の取扱いについては、税務当局との見解が異なる場合に、

更正金額が多額に及ぶことが多いことから、リスク管理の項目として重要度が極めて高い。さらに現在の状況下において、国

際的な規範となる「独立企業原則」の解釈についても不透明さが高まっている。 

不確実性に対応するため、対米輸出を行う企業は、移転価格税制・関税の影響も考慮したグローバルサプライチェーン戦略の

検討が必要となるだろう。特に、今回の追加関税措置は、対象国も対象製品も広範であり、その影響範囲が極めて大きい
1。これまで関税やその他の貿易措置を視野にいれたサプライチェーンの検討に重点を置いてこなかった企業も、グローバルサプラ

イチェーンの包括的な把握、対米輸出製品のサプライヤー、原産地、取引フローなどの実態調査を行い、税コスト増の影響を

緩和するオプションの検討を進めることが推奨される。あわせて、グローバルなサプライチェーンの管理体制として、移転価格及び

関税の要素も含めた取引の可視化を行い、迅速な意思決定を行えるシステムを構築することが望ましい。 

不確実性の高い状況下において、各国の政策動向を注視するとともに、最も適切なサプライチェーンを構築し、当該サプライチ

ェーンで自らの採る移転価格方針について合理的な説明を準備しておくことが企業価値を維持するための防御策と考えられる

だろう。 

 

 

1  これまで関税の対象となってこなかった医薬品等の項目についても関税政策が検討されている。これらの産業を行う企業は関税要素（関

税分類、原産地等）の把握・管理を十分に行ってこなかったことが考えられ、特に取引の可視化が急務と考えられている。 
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3. 移転価格実務への影響 

米国追加関税による日本企業の移転価格実務への影響として喫緊の課題となる事項について検討を行う。喫緊の課題とし

て、(1) 米国への輸出に係る移転価格調整及び (2) 日米事前確認の対応が挙げられる。 

(1) 米国輸出に係る移転価格調整 

今回の追加関税政策による米国輸入価格上昇の影響で、米国拠点の売上原価が増加し、利益水準が関税発動前と比

較し大幅に低下する可能性がある。米国子会社の利益水準を一定に管理する移転価格ポリシーを実行している場合には、

関税負担後の米国関連者の利益水準が独立企業間利益率となるように移転価格調整を行うべきかどうかが論点となろう。 

低下した利益水準に基づき、関税負担後の米国関連者の利益率がターゲット利益率となるように調整を行えば、追加関税

の負担は、日本の親会社等のグループ内の他の関連者に転嫁されることになる。移転価格管理の一環として、仕切価格の

調整、ロイヤリティー等の調整、価格調整金の支払等を検討するに当たり、関税負担前と負担後、いずれの利益水準を基

準とすべきかには、本追加関税に関する各国の対応が不確定である中、明確な指針がない。 

例えば、関税負担前の利益水準を基準として移転価格を設定した結果、関税負担後の米国子会社の利益率が独立企業

間レンジを下回れば米国側で移転価格課税リスクを生じさせる可能性がある。一方、関税負担後の利益水準を基準とした

場合には、取引相手国（日本を含む）の税務当局の関税負担に係る見方によって、当該国で移転価格リスクを生じさせる

可能性がある。今回のような特別な状況下で、各国税務当局が調査においてどのような執行を行うかは不透明であるが、追

加関税の負担者及びその負担割合を巡って複雑な議論が展開されることが予想される。 

また、追加関税支払は、対米輸出を行う企業にとっては直接的な税コスト増となるため、販売単価を下げる方向にインセンテ

ィブが働くかもしれない。一方で、大幅な取引価格の変更は当該取引価格を米国輸入時の関税評価額とすることの妥当性

についての議論を招く可能性がある点に留意が必要である。関税評価額と移転価格の関係について、各国関税当局の見

解にはばらつきがあるが、移転価格分析や APA に基づき設定される取引価格は関税評価額の妥当性を説明するのに一定

程度有用であるものの、それだけでは十分ではないというのが大勢の見方であり、米国の立場もこれに類する。輸入価格引下

げの背景には今般の追加関税政策があることが明確である中、実務的にどこまでの関税調査執行が行われるかは判然とし

ないが、関税評価額が以前の関税評価額と大きく異なることは、米国税関当局の精査の対象となる可能性を高めるであろ

う。 

日ごとに状況が変わる環境下ではあるものの、対米輸出を行う企業は、関税負担前と後の利益水準と比較対象企業の利

益率レンジの比較や、関税評価額の変動、移転価格調整方法に係るシナリオ検討等の影響分析を予め行っておくことが推

奨される。 

(2) 日米事前確認の対応 

日米二国間事前確認制度（Advanced Pricing Agreement／Arrangement：APA）を利用している場合、追加関税

の影響が大きい場合には、APA の重要な前提条件に関税負担についての言及があるかどうかにかかわらず、再協議となる可

能性があることが示唆されている。実務的には、関税に係る影響額を分析し、APA 年次報告書で開示の上、審査を経て、

必要に応じて日米税務当局間で協議を行うという対応が予想される。申請済み APA が審査中、又は協議中である場合に

は、当初申請ポジションには米追加関税の影響が加味されていないことから、まずは影響分析を行った上で、協議ポジション

が再考されることになるだろう。さらに、申請済み APA の確認対象取引について申請ポジションにしたがい移転価格調整を実

行しようとする場合には、当該調整が協議の行方に影響を与える可能性があるため慎重な対応が必要である。まずは関税

負担の影響とその対応に係る納税者ポジションを整理した上で、事前に国税局・国税庁と協議を行うことが推奨される。 

 

本ニュースレターは、2025 年 4 月 15 日現在の情報に基づいて執筆している。 

 

（東京事務所 中島 美佐、武藤 功哉、牧野 宏司、山川 博樹、伊達 晶子） 
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